
高年齢者雇用確保措置の
実施状況等について

資料２
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高年齢者雇用確保措置の実施義務

○ 定年年齢の引上げ

○ 継続雇用制度の導入

○ 定年の定めの廃止

定年の定めをしている事業主が当該定年年齢を義務年齢まで引上げ

再雇用制度又は勤務延長制度の導入により義務年齢までの雇用を確保

定年の定めを廃止する。

高年齢者雇用確保措置について

以下のいずれかの措置を講じることを平成１８年４月から事業主に義務づけ

継続雇用制度について

○ 希望者全員を雇用する場合

○ 雇用する対象者を基準を定めて限定する場合

継続雇用制度を導入する場合のみ、対象者を限定する基準の設定が可能
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○ 労使協定による基準の策定

就業規則等による基準の策定

① 労働者の過半数が加入する労働組合

労使協議が不調に終わった場合、一定期間は労使協定に代えて
就業規則等に継続雇用制度の対象者の基準を定めることも可

○ 大企業（301人以上）：３年間（平成２１年３月３１日をもって終了）

○ 中小企業（300人以下）：５年間（平成２３年３月３１日までの予定※）

継続雇用制度の対象者に係る基準の設定

労使協議が不調に終わった場合の特例一定期間の経過措置

② ①がない場合は、労働者の過半数を代表する者

事業主は

との間で、当該基準について書面による協定の締結が必要

※ 経過措置については、高年齢者の雇用に関する状況、社会経済情勢の変化等を勘案し検討を加え、
必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずることとされている。
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※「今後の高齢者雇用対策について」（労働政策審議会建議16年1月20日）（抄）
「事業主が労使協定をするため努力をしたにもかかわらず協議が不調に終わった場合には、高齢者雇用に係る
継続雇用制度の対象となる労働者に係る基準を作成し就業規則等に定めたときは、当該基準に該当する労働
者を対象とする制度を導入することを施行から一定の期間認めることが適当である。その期間については高年
齢者の雇用確保の状況、社会経済情勢の変化等を考慮して政令で定めることとし（具体的には当面施行から３
年間、中小企業は５年間）、その後の上記の状況の変化、特に中小企業の実情等を踏まえ、当部会の意見を聴
いて見直すこととする。」

※高年齢者等の雇用の安定等に関する法律附則第５条
第５条 高年齢者雇用確保措置を講ずるために必要な準備期間として、高年齢者等の雇用の安定等に関する法

律の一部を改正する法律（平成16年法律第103号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日から起算して３年
を経過する日以後の日で政令で定める日までの間、事業主は、第９条第２項に規定する協定をするため努力し
たにもかかわらず協議が調わないときは、就業規則その他これに準ずるものにより、継続雇用制度の対象とな
る高年齢者に係る基準を定め、当該基準に基づく制度を導入することができる。この場合には、当該基準に基づ
く制度を導入した事業主は、第９条第１項第２号に掲げる措置を講じたものとみなす。

２ 中小企業の事業主（その常時雇用する労働者の数が政令で定める数以下である事業主をいう。）に係る前項の
規定の適用については、前項中「３年」とあるのは「５年」とする。

３ 厚生労働大臣は、第１項の政令で定める日（注；大企業は21年3月31日、中小企業は23年3月31日）までの間に、
前項の中小企業（注；300人以下）における高年齢者の雇用に関する状況、社会経済情勢の変化等を勘案し、当
該政令について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

【参考】

○ 継続雇用制度の対象となる労働者に係る基準について大企業については平成20年度まで、
中小企業については22年度までの経過措置が設けられているが、当該経過措置については、
高年齢者の雇用に関する状況、社会経済情勢の変化等を勘案し検討を加え、必要があると認
めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずることとされている。
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就業規則に継続基準を定めている企業の状況

（参考）○大企業（３０１人以上規模）の経過措置終了検討時（平成２０年当時）

※平成２０年高年齢者雇用状況報告速報値（平成２０年７月末時点集計）

○中小企業（３１～３００人規模）の現状

第３４回労働政策審議会職業安定分科会雇用対策基本問題部会（平成２０年８月７日）資料抜粋

割合

31～300人 122,484 15,625 12.8% 2,634 2.2%
31～50人 43,837 5,172 11.8% 808 1.8%

規模 企業数
就業規則等
※平成２１年高年齢者

雇用状況報告（平成２

１年６月１日時点）
割合

 改訂予定なし
※平成２１年高年齢者雇用

状況報告フォローアップ

（平成22年７月末時点）

割合

301人以上 12,477 1,315 10.5% 550 4.4%

規模 企業数 就業規則等
割合

改訂予定

なし
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○中小企業（３１～３００人規模）の現状
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（参考）

○大企業（３０１人以上規模）の経過措置終了検討時

※平成２０年高年齢者雇用状況報告速報値（平成２０年７月末時点集計）

第３４回労働政策審議会職業安定分科会雇用対策基本問題部会（平成２０年８月７日）資料抜粋
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